
CLIMATE CHANGE ADAPTATION PLATFORM

地方自治体の適応
地方自治体の適応計画や適応策の事例を紹介
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気候変動影響評価・適応計画策定等支援モデル事業

○平成27・28年度支援対象団体（11団体）

平成27～28年度に、環境省において、気候変動に係る影響評価や、適応計画の策定等に
関する支援を実施

具体的な支援内容は、選定された各地方公共団体の希望を踏まえて環境省と協議の上、
地方公共団体ごとに設定

※支援内容の例
文献調査、他の地方公共団体の事例調査などの情報収集
影響評価を実施する際の技術的助言
有識者の紹介

○事業概要

地域 自治体名称

東北 仙台市、福島県

関東 埼玉県、神奈川県、川崎市

地域 自治体名称

四国 愛媛県

九州 長崎県、熊本県

地方公共団体における適応計画の策定手順や課題等を整理することにより、他の
地方公共団体での取組に活用。

地域 自治体名称

中部 三重県

近畿 滋賀県、兵庫県
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○ 地域の適応計画の策定に向けて、地方公共団体内の関係部局が連携した推進体制の構築、気候変動
影響評価、計画策定までの手順を８つのステップにわたって解説。

○ 地方公共団体内で優先度の高い分野や項目に着目して、早い段階から適応の取組を進め、定期的に最
新の知見を取り入れて計画を見直していく順応的な対応の重要性を強調。

地方公共団体における気候変動適応計画策定ガイドライン地方公共団体における気候変動適応計画策定ガイドライン
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第１章 総 則
第２章 気候変動対策に関する基本方針等
第３章 気候変動の緩和に係る対策

１ 県民生活に係る対策
２ 再生可能エネルギー等に係る対策
３ 森林等による吸収作用の保全等に係る対策
４ フロン類の排出の抑制等に係る対策

第４章 気候変動への適応に係る対策
１ 気候変動への適応に関する基本的施策
２ 県民等の理解の促進等及び調査研究

第５章 環境教育等の推進
第６章 先導的な技術の活用及び先駆的な取組の実施等
第７章 雑則
第８章 罰則

【１】脱炭素社会の実現に向けた気候変動対策推進条例

条例の構成

出典： 平成28年12月5日 中央環境審議会地球環境部会気候変動影響評価等小委員会（第12回） ヒアリング資料（徳島県県民環境部環境首都課）

自治体の取組事例 - 徳島県①


